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育児休業給付金 引き上げの方向
　労働政策審議会職業安定分科

会雇用保険部会において、雇用

保険の給付金である育児休業給

付金を「育休の当初半年間に限

り 67％に引き上げる」とする案

がまとめられました。

　来年の通常国会に雇用保険法

改正案を提出し、平成 25 年度内

（来年 3 月まで）の実施を目指す

そうです。まだ確定した内容で

はありませんが、情報としてお

伝えします。

①見直しの具体的内容
男女ともに育児休業を取得していくことを促進するため、育児休業給付の

給付率を引き上げることとし、出産手当金の水準（給付率 3 分の 2）を踏まえ、

育児休業開始時から最初の 6 か月の間について 67％の給付率とする。

②見直しの目的
夫が育児休業を取得すると収入減で家計への影響が大きいことから、平成

24 年度の育児休業取得率は、女性の 83.６％に対し、男性は１.89％にとどまっ

ています。そのような状況を打開することが、この見直しの目的です。見

直しが実現すると、育児休業の最初の 6 か月の給付が手厚くなることにな

ります。

【解説】

育児休業給付は、原則として、育児休業を取得した一定の雇用保険の被

保険者に、その休業期間中、休業前賃金の 50％を支給するものです。

給付対象となる育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達するまで

です。（子を出産した妻の場合は、産後休業の期間を除く）

ただし、夫婦で取得すれば、子が 1 歳 2 か月に達するまでに延長されま

す。（さらに、例外的に、子が 1 歳 6 か月に達するまでに延長されるこ

ともあります）

【改正後の給付】

・産前産後休業中
　→健康保険から休業前賃金の 3 分の 2 相当額を支給：出産手当金

・育児休業中（最初の 6か月）
　→雇用保険から休業前賃金の 67％相当額（上記と同水準）を支給

　　：育児休業給付

・育児休業中（6か月経過後）
　→雇用保険から休業前賃金の 50％相当額を支給：育児休業給付

なお、夫婦で育児休業を取得すれ

ば、67％相当額の給付を最大１年

間（6 か月＋6 か月）受給できるこ

とになります。
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が
生
じ
、
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取
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。
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３
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な
り
ま
し
た
。
ま
た
、

最
大
10
年
分
の
保
険
料
の
納
付

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。　
　
　
　
　

　

定
年
退
職
な
ど
で
会
社
を
離

職
す
る
方
に
、
社
会
保
険
や
税

金
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に
関
す
る
必
要
な
手
続
き

を
ま
と
め
た
小
冊
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な
ど
を
手

渡
す
と
、
退
職
時
の
ト
ラ
ブ
ル

を
防
ぐ
役
に
立
つ
で
し
ょ
う
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ま
た
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が
行
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も
チ
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ク
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な
ど
を

使
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て
漏
れ
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な
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た
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で
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自
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チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
は
法
改
正
を

反
映
し
て
い
る
か
、
定
期
的
に

チ
ェ
ッ
ク
が
必
要
で
す
。

　

年
金
の
手
続
き
に
つ
い
て

は
、
本
人
の
受
け
取
る
年
金
額

に
も
影
響
し
て
き
ま
す
の
で
、

最
終
的
に
は
年
金
事
務
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認
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に
な
り
ま
す
。
し

か
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概
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流
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な
ど
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従
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と
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業
員
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を
上
げ

る
意
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で
も
有
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な
手
段
で

す
。

　

現
在
、
政
府
広
報
オ
ン
ラ
イ

ン
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
、
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知
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て
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た
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の
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す
る
手
続
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が
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と
め
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す
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、
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う
し
た
も
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を
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考
に
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。
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２
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３
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２
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た
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た
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３
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失
い
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険
と
な
り
ま
す
。

　

そ
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合
、
居
住
す
る
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（
区
）
町
村
の
年
金
窓
口
で
「
第

３
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た
め
の
切
替
え
の
届
出
を
行
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、
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険
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め
る
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と
な
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（
な

お
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第
３
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の
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・
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夫
の
方
が
、
会
社
な
ど
に
就
職

し
、
勤
め
先
の
厚
生
年
金
保
険

ま
た
は
共
済
組
合
な
ど
に
加
入

し
た
場
合
は
「
第
２
号
」
と
な

り
ま
す
）
。

　

し
か
し
、
こ
の
「
第
１
号
」

へ
の
切
替
え
の
届
出
を
行
わ
な

か
っ
た
た
め
、
実
態
と
は
異
な

り
年
金
記
録
上
は
「
第
３
号
」

の
ま
ま
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が

後
で
判
明
す
る
ケ
ー
ス
が
問
題

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

時
効
（
本
来
届
出
が
必
要
な

時
点
か
ら
２
年
）
に
よ
り
保
険

料
の
納
付
が
で
き
な
い
「
未
納



最新情報 高年齢者の雇用状況が公表
　厚生労働省から「平成 25 年高年齢者

の雇用状況集計結果」が公表されまし

た。

　65 歳まで雇用の企業は、過去最高の

66.5％でした。65 歳までの継続雇用を

企業に義務付ける改正高年齢者雇用安

定法が 4 月に施行され、大企業を中心

に急速に取り組みが進んだ結果と言え

ます。

　以下で、公表されたデータのポイン

トをお伝えします。

■高年齢者雇用確保措置の実施状況
高年齢者雇用確保措置を「実施済み」の企業の割合は 92.3％

・中小企業（従業員 31 人～ 300 人規模。以下同じ）では 91.9％

・大企業（従業員 301 人以上規模。以下同じ）では 95.6％

※平成 25 年 4 月に制度改正（継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの

　廃止）があった。「実施済み」の企業の割合は、制度改正前より 5.0 ポイ

　ント減少し、上記のとおり 92.3％となった。一方、「未実施」の企業の割

　合は、制度改正前より 5.0 ポイント増加し、7.7％となった。

■今後の取り組み
①平成 25 年４月の制度改正の影響もあり、雇用確保措置が未実施である

企業（31 人以上規模企業）が 11,003 社にのぼることから、都道府県労働

局、ハローワークによる個別指導を強力に実施し、早期解消を図る。

②少子・高齢化の進行、将来の労働力人口の低下、団塊世代の 65 歳への

到達等を踏まえ、年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け、65 歳ま

での雇用確保を基盤として「70 歳まで働ける企業」の普及・啓発に取り

組む。

■希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業の状況
①希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業の割合は 66.5％（前年比 17.7 ポイ

　ント増加）

　・中小企業では 68.5％（同 16.8 ポイント増加）

　・大企業では 48.9％（同 24.6 ポイント増加）

　※平成 25 年４月の制度改正により大幅に増加した。特に大企業では倍増

②70 歳以上まで働ける企業の割合は 18.2％（同 0.1 ポイント減少）

　・中小企業では 19.0％（同 0.1 ポイント減少）

　・大企業では 11.0％（同 0.1 ポイント減少）

平成 25 年４月の制度改正は、継続雇用制度の導入により高年齢者雇用
確保措置を講ずる企業のうち、継続雇用制度の対象者を限定する基準
を労使協定で定めていた企業に大きな影響を及ぼしたようです。それ
が、上記の結果に表れています。御社の制度改正への対応は万全だっ
たでしょうか？
　不安をお持ちの場合はお気軽にご相談ください。
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「
ア
サ
ー
テ
ィ
ブ
ネ
ス
」（
発

展
的
・
協
調
的
自
己
主
張
）

と
は
、
相
手
を
尊
重
し
な
が

ら
自
分
の
要
望
・
意
見
を
き

ち
ん
と
相
手
に
伝
え
る
、
す

な
わ
ち
人
間
関
係
を
損
な
う

こ
と
な
く
自
分
の
要
望
・
意

見
を
表
明
す
る
た
め
の
方
法

論
で
す
。

　

言
い
づ
ら
い
内
容
で
あ
っ

て
も
こ
ち
ら
の
主
張
を
し
っ

か
り
伝
え
、
問
題
解
決
に
持
っ

て
い
く
た
め
の
手
法
と
し
て

有
効
で
す
。
言
い
換
え
れ
ば
、

上
手
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
と
る
た
め
の
ス
キ
ル
で

あ
る
と
も
言
え
ま
す
。

　

近
年
、
企
業
に
お
い
て
も
、

「
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」、「
新
人
教

育
」、「
リ
ー
ダ
ー
養
成
研
修
」

な
ど
、
幅
広
い
場
面
で
活
用

さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た

よ
う
で
す
。

　

「
ア
サ
ー
テ
ィ
ブ
ネ
ス
」
の

考
え
方
は
、
例
え
ば
、
対
社

外
で
は
「
長
引
い
て
い
る
打

合
せ
を
相
手
を
不
快
な
気
持

ち
に
さ
せ
ず
に
切
り
上
げ
る
」

「
取
引
先
か
ら
の
誘
い
を
相
手

の
気
分
を
害
さ
ず
に
断
る
」、

対
社
内
で
は
「
何
度
言
っ
て

も
ミ
ス
を
繰
り
返
す
部
下
に

注
意
す
る
」「
上
司
か
ら
急
に

頼
ま
れ
た
仕
事
を
断
る
」
な

ど
と
い
っ
た
多
く
の
場
面
で

活
か
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

こ
れ
を
身
に
付
け
る
た
め

に
は
、
自
分
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
の
と
り
方
の
問
題
点

に
気
づ
く
こ
と
が
第
一
歩
で

す
。
以
後
は
、
ロ
ー
ル
プ
レ

イ
ン
グ
を
繰
り
返
し
な
が

ら
、
適
切
な
表
現
方
法
を
身

に
付
け
て
い
く
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　

「
ア
サ
ー
テ
ィ
ブ
ネ
ス
」

を
身
に
付
け
る
た
め
の
セ
ミ

ナ
ー
や
研
修
等
も
、
多
数
開

催
さ
れ
て
い
ま
す
。
当
社
で

も
研
修
を
実
施
し
て
お
り
ま

す
の
で
、
ご
興
味
を
持
た
れ

た
方
は
、
お
気
軽
に
ご
相
談

く
だ
さ
い
。



介
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民
間
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
機
関
で

あ
る
「
医
療
経
営
情
報
研
究
所
」

が
行
っ
た
「
介
護
施
設
に
お
け
る

諸
経
費
の
削
減
取
り
組
み
に
関
す

る
実
態
調
査
」
の
結
果
か
ら
、
多

く
の
介
護
施
設
（
病
院
も
含
む
）

で
、
無
駄
を
減
ら
し
、
固
定
費
を

削
減
す
る
た
め
の
努
力
を
し
て
い

る
こ
と
が
わ
か
り
ま
し
た
。

　

介
護
・
医
療
業
界
は
成
長
産
業

と
謳
わ
れ
、
新
規
参
入
を
考
え
て

い
る
事
業
所
も
増
え
て
い
ま
す

が
、
一
方
で
、
職
員
の
採
用
に
つ

い
て
は
厳
し
さ
が
増
し
て
い
る
現

状
も
あ
る
よ
う
で
す
。

　

人
手
が
足
り
な
い
中
で
利
用
者

に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
維
持

し
て
い
く
た
め
、「
経
費
削
減
」

を
経
営
の
重
点
項
目
に
し
て
い
る

介
護
施
設
が
増
え
て
い
る
よ
う
で

す
。
た
だ
し
、
そ
の
前
提
条
件
に

は
「
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
低
下
さ
せ

な
い
こ
と
」
が
あ
り
、
両
立
に
頭

を
悩
ま
せ
て
い
ま
す
。

　

上
記
の
調
査
に
よ
る
と
、
約
９

割
の
施
設
で
経
費
削
減
の
取
組
み

が
行
わ
れ
て
お
り
、
そ
の
う
ち
の

５
割
は
５
年
前
か
ら
実
施
し
て
い

ま
し
た
。

こ
の
調
査
で
は
、
ど
の
よ
う
な
も

の
を
経
費
削
減
の
対
象
に
し
た
か

を
、「
人
事
管
理
に
関
す
る
も
の
」、

「
日
常
業
務
（
事
務
）
に
関
す
る

も
の
」、「
人
件
費
以
外
の
固
定
費

に
関
す
る
も
の
」
の
３
つ
に
つ
い

て
尋
ね
て
い
ま
す
。
人
事
管
理
に

関
す
る
も
の
と
し
て
、「
ア
ル
バ

イ
ト
、
パ
ー
ト
、
契
約
社
員
を
採

用
し
た
」、「
賞
与
に
評
価
制
基
準

を
導
入
し
、
総
額
削
減
を
図
っ
た
」

の
２
つ
が
約
３
割
を
占
め
ま
し

た
。
次
い
で
、「
ノ
ー
残
業
デ
ー
、

定
時
退
社
日
を
設
定
し
た
」、「
賃

金
処
遇
を
見
直
し
改
定
し
た
」
が

約
２
割
で
続
い
て
い
ま
す
。

　

次
に
、
日
常
業
務
（
事
務
）
に

関
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、「
コ

ピ
ー
用
紙
の
裏
面
活
用
や
印
刷
形

式
の
統
一
化
を
図
っ
た
」（
70
％
）
、

「
介
護
用
材
に
相
見
積
り
を
行
い

安
価
な
取
引
先
に
変
え
た
」

（
67
％
）
が
あ
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
人
件
費
以
外
の
固
定
費

に
関
す
る
も
の
で
は
、「
蛍
光
灯

や
電
球
の
使
用
本
数
を
制
限
し

た
」（
51
％
）
、「
職
員
の
エ
レ
ベ
ー

タ
ー
の
利
用
を
禁
止
し
た
」

（
34
％
）
が
あ
り
、
利
用
者
の
エ

ア
コ
ン
の
温
度
を
制
限
し
た
り
、

テ
レ
ビ
等
の
利
用
を
有
料
化
し
た

り
す
る
な
ど
、
利
用
者
居
室
も
削

減
対
象
に
し
て
い
る
と
こ
ろ
も

あ
っ
た
よ
う
で
す
。

を職員が意識して行動することで組織全体の行動の質

が高まり、組織力の底上げが可能となります。重要な

のは職員が自ら意識する「行動」を選ぶという過程を

経ることです。この日は全 2 日の研修のうちの１日目

であり、まず「コンピテンシーとはなにか」を知るこ

とから始まりました。

　そして個人の『園の職員が意識して考えるべき「行

動」』を 75 種類の中から 10 種類選びます。次に保育士、

調理員、管理職ごとの班に分かれ、班ごとの「行動」

10種類を選んでいきます。この時になぜ自分はこの「行

動」を選んだかを他の職員様に伝えるため、職員皆様

の熱意溢れる主張が繰り広げられ、皆様の自身の職務

に対する情熱が感じられたことがとても印象的でし

た。また保育士の班は 3 班ありましたので、およそ

30 種類あった「行動」が話合いにより 10 種類に絞ら

れていきました。

　この日はここまででお時間となりましたので、続き

の「具体的行動の書き出し」は次回の研修へと持ち越

されました。出席した保育士様からは「単に上からの

指示で規律を決めるのではなく、職員みんなでつくり

あげていくことに意義を感じました」や、「普段の業

務では分からない同僚の仕事に対する想いが分かった

気がしました」などの感想を頂きました。保育士、調

理員、管理職では選んだ「行動」がほとんど違ったの

がとても印象的でした。

　この研修は平成 27 年に施行される「子ども・子育

て関連 3 法」という新制度に伴い、「保育の質の向上」

が求められてくることから、弊社クライアントの社会

福祉法人様で計画・実施されているものです。

　この新制度ですが、主な目的の一つに「待機児童の

解消」があります。従って保育園は、これまで保育の

業界になかった競争環境にさらされる可能性が高く

なってきます。その時にしっかりとした「保育の質」

　11 月 16 日に福岡市の保

育園様でコンピテンシー研

修を行わせて頂きました。

コンピテンシーとは簡潔に

表現すると「仕事の出来る

人の行動」です。その行動

保育園にてコンピテンシー研修
日　時：11 月 16 日（土）15：00 ～ 18：00

参加者：福岡市保育園職員　20 名

講　師：上田正順

が問われることでしょう。

新制度を迎えた時に対応が

出来るよう各園が準備を

行っていくことが重要であ

ると考えております。

　　　　　　　（担当：東）

・一括有期事業開始届の提出（建設業）
　主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負金額が
　1 億 9000 万円未満の工事
・11 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付

・11 月分の健康保険料、厚生年金保険料の納付
・固定資産税（都市計画税）の納付（納付対象：第 3 期分）
・10 月決算法人の確定申告・翌年 4 月決算法人の中間申告 
・翌年 1 月・4 月・7 月決算法人の消費税の中間申告
・年末調整による源泉徴収所得税の不足税額徴収繰延承認
  申請書、保険料控除申告書（生命保険等）の提出（会社）
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子育て応援宣言企業・事業所知事表彰を受賞されました

2013 年 11 月 3 日熊本のう

まなか・よなかスタジア

ムにて開催された熊日リ

レーマラソンに参加致し

ました。１回目の大会で

あるにも関わらず 499 チーム 4,525 人と多くの参加者

で賑わっていました。前回の長崎ハウステンボスの

雪辱を晴らすべく一生懸命走ったのですが、確実に

練習不足であったためとても辛かったです。

しかし沢山汗をかいて皆でわいわい出来たので楽し

かったです。

また当日は医療法人や社会福祉法人の弊社クライア

ント様も多数お見かけしました。皆様も自己研鑽に

励まれているのですね。2 月に池田が北九州のフル

マラソンに参加致しますので、皆様ご声援宜しくお

願い致します。私は出ません　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当：東）

陸上部報告：熊日リレーマラソンに参加

　弊社特別講師の栗田淳二先生が施設長を務め

る社会福祉法人南風会　特別養護老人ホームヘ

ルシーハイム様（北九州市）が平成 25 年 11 月

26 日に「子育て応援宣言企業・事業所知事表彰」

を授賞されました。

　福岡県が全国に先駆けて実施している「子育

て応援宣言企業登録制度」ですが、男女従業員

の子育てを支援するための具体的取り組みを企

業・事業所のトップが宣言し、県が登録する制

度です。この宣言企業は 4,700 社を超えており

その中でも特に先進的な取り組みを実施してい

る企業・事業所に対し県内の 4 社が県知事から

表彰されました。

　仕事と子育ての両立という課題は、法整備こ

そ整ってきていますが、企業側は法に対応する

ノウハウや余裕がないのが現状であり、子育て

中の従業員をどう活かすかが重要な課題となっ

ています。また、従業員側も育児休業を取得し

ても、職場に復帰してからの長時間労働や、子

育て支援が少ないため、仕事を続けることがで

きない現実が浮き彫りになっています。

　ヘルシーハイム様では、仕事と子育ての両立

支援に積極的な取り組みをされており、子育て

中の職員の状況に応じた短時間正社員制度の実

施や、土日祝日の事業所内託児所の実施などが

あります。事業所内託児所では、乳児から小学

生までの子を預けることでき、託児所があるお

かげで職員も安心して週末に出勤することがで

きます。

　職員にとって働きやすい職場が実現し、仕事

の効率化や従業員のモチベーションアップにつ

ながるよう私たちブレインスターも栗田先生と

共に様々な取り組みをご支援致します。

　　　　　　　　　　　　　　　（担当：池田）

代表取締役　上田　正順

昨年の開催期間中には約 3 万台が来場した熊本を代

表する人気スポットです。今年で20回目を迎えます。

400 万球ある LED の装飾もすべて社員による手づく

りで行っており、周辺道路の渋滞緩和のために、ナ

ンバープレートによる入場制限や、集合場所が変わ

る場合があります。詳細は必ずホームページで確認

してください。

〒862-0949  熊本市中央区国府 1-13-5  2Ｆ
TEL  ：096-211-6055　FAX：096-211-6065
URL：http://brainstar.jp
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